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日銀短観（６月調査） 
～企業の景況感はリーマンショック級の落ち
込み幅に、設備投資計画も異例の下方修正 

Weekly エコノミスト・レター要旨 ２０２０年７月１日号 
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 ニッセイ基礎研究所 

 

6月短観では、新型コロナウイルスの感

染拡大とそれに伴う緊急事態宣言発令の

影響を受けて、大企業製造業の業況判断

D.I.が▲34と前回調査から26ポイント

低下した。海外でのロックダウンに伴う

輸出減少に加え、外出自粛による国内製

品需要の落ち込みやサプライチェーンの

混乱などによって景況感が急激に悪化し

た。また、大企業非製造業の業況判断D.I.

も▲17と前回から25ポイント低下した。 

外出自粛や休業に伴う売上の急減、入

国規制に伴う訪日客の途絶などによって

景況感が大幅に悪化した。製造業・非製

造業ともに前回からの落ち込み幅はリー

マンショック後の最悪期に匹敵する。 

 

 

 

 

 

 

 

一方、大企業の先行きの景況感は持ち

直しが示された。既に国内外で経済活動

が段階的に再開されており、今後の景気

回復が見込まれるためだ。 

ただし、外出自粛ムードや入国規制等

が残るうえ、感染抑制策も制約となるた

め、景気回復は緩やかなペースに留まる

との見方が一般的であるほか、感染第2

波への警戒もあり、先行きの景況感改善

は限定的に留まっている。 

 

2020年度の設備投資計画（全規模全

産業）は、前年度比0.8％減とわずかに下

方修正された。例年、6月調査では計画の

具体化に伴って上方修正される傾向が極

めて強い。しかし、今回はこの時期とし

ては「異例の下方修正」になった。新型

コロナの感染拡大に伴う収益・キャッシ

ュフローの大幅な減少や、事業環境の強

い先行き不透明感を受けて、企業の一部

で設備投資の撤回や先送りの動きが台頭

しているとみられる。 

 

また、雇用人員判断D.I.（「過剰」－「不

足」）は前回から22ポイント上昇の▲6と

なった。不足度合いを示すマイナス幅は

2013年9月調査以来の小幅となり、人手

不足感が大きく緩和している。 

従来課題となってきた人手不足感が緩

和したのは、新型コロナの拡大によって

労働需要が大きく減少したためであり、

いわば悪い形での緩和と言える。 

 
「Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター」の全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。  
  

業況判断 D.I.は製造業、非製造業ともに 
急激に低下(大企業） 

2 

1 

（注）シャドーは景気後退期間、17年 12月調査以降は調査対象
見直し後の新ベース 

（資料）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」 

4 

3 

（年） 
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有効求人倍率（季節調整値）の推移 
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 ニッセイ基礎研究所 

 

失業率は前月から 

0.3 ポイント悪化の 2.9％ 

総務省が6月30日に公表した労働力調

査によると、20年5月の完全失業率は前

月から0.3ポイント上昇の2.9％となっ

た（QUICK集計・事前予想：2.8％、当

社予想は2.9％）。労働力人口が前月から

21万人増加する中、就業者数が4万人の

増加にとどまったため、失業者数は前月

から19万人増加の197万人（いずれも季

節調整値）となった。4月に非労働力化し

ていた人の一部が労働市場に戻ってきた

ことが就業者の増加とともに失業者の増

加にもつながった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

休業者数が高止まり 

緊急事態宣言が発令された20年4月に

急増した休業者数は､緊急事態宣言が解

除された5月には423万人､前年差274

万人増となった(4月は597万人､前年差

420万人増)｡4月からは減少したものの､

引き続き高水準となっている。なお､労働

力調査では、毎月の末日に終わる1週間

(12月は20日から26日までの1週間)の

就業状態を調査しているため､5月の労働

力調査は緊急事態宣言解除(5/25)直後

の就業状態が反映されている。 

 

有効求人倍率は１倍割れも視野に入る 

厚生労働省が6月30日に公表した一般

職業紹介状況によると、20年5月の有効

求人倍率は前月から▲0.12ポイント低

下の1.20倍(QUICK集計・事前予想：

1.22倍、当社予想は1.18倍)となった。 

有効求人数が前月比▲8.6％（4月：同

▲8.5％）の大幅減少となる一方、有効求

職者数が前月比0.7％（4月：同▲3.4％）

の増加となった。有効求人倍率の先行指

標である新規求人倍率は前月から0.03

ポイント上昇の1.88倍となった。新規求

人数（前月比7.0％）、新規求職申込件数

（前月比4.8％）ともに増加したが、新規

求人数の増加幅が上回った。  

 

 

 

 

 

 

 

 
経済・金融フラッシュの全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。

  

完全失業率と就業者の推移 

(資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」 
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3 

（資料）総務省統計局「労働力調査」 
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 経済産業省 ２０２０年６月３０日公表 

 

 

 

（１）全産業 

❶２０２０年４-６月期の全産業の業況判断ＤＩは、（前期▲24.4→）▲64.1（前期差 39.7 

ポイント減）となり、６期連続してマイナス幅が拡大した。 

❷製造業の業況判断ＤＩは（前期▲27.4→）▲65.9（前期差 38.5ポイント減）と８期連続 

してマイナス幅が拡大した。業種別に見ると、食料品、パルプ・紙・紙加工品、輸送用機械 

器具など全業種で低下した。 

（参考）調査対象企業のコメント（例） 

・コロナの影響で卸先の事業所が休業していて売上が見込めない状況。材料の問屋も長期休業での在 

庫処分品と思われる消費期限の短いものが多くなり、ロスを生む原因となっている。［食料品 北海道］  
 

❸非製造業の業況判断ＤＩは、（前期▲23.5→）▲63.5（前期差 40.0ポイント減）と６期連 

続してマイナス幅が拡大した。 

産業別に見ると、サービス業、卸売業、小売業、建設業のすべての産業で低下した。  

（参考）調査対象企業のコメント（例） 

・新型コロナウイルスの影響により営業収入は激減した。インバウンド等の観光タクシーも減少し、 

客数だけでなく客単価も落ち込んだ。従業員に休業を要請し稼動を絞っているが、それでも一人当 

りの売上は上ってこない。［対事業所サービス 静岡］ 
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統計調査資料 

抜 粋 

 業 況 判 断 Ｄ Ｉ 
 

中小企業の業況判断ＤＩの推移 



 

４ 

（２）製造業 

製造業の１４業種の内訳では、食料品で▲74.6（前期差 51.1ポイント減）、パルプ・紙・ 紙

加工品が▲64.7（前期差47.3ポイント減）、輸送用機械器具▲68.8（前期差46.1ポイント 減）

など全業種でマイナス幅が拡大した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）非製造業 

産業別に見ると、サービス業で▲71.6（前期差 49.1ポイント減）、卸売業で▲65.3（前期

差 36.8 ポイント減）、小売業で▲68.5（前期差 36.6 ポイント減）、建設業で▲33.5（前期

差 25.2ポイント減）とマイナス幅が拡大した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の製造業 業種別 業況判断ＤＩの推移・抜粋 
（２０１７年４-６月期～２０２０年４-６月期） 

中小企業の非製造業 産業・業種別 業況判断ＤＩの推移 
（２０１７年４-６月期～２０２０年４-６月期） 

 
 
 



 

５ 

サービス業の内訳では、飲食業で▲91.9（前期差 65.6ポイント減）、宿泊業で▲100.2（前 

期差 60.6ポイント減）、対個人サービス業（生活関連）で▲73.6（前期差 52.3ポイント減）、

情報通信・広告業で▲51.7（前期差 45.0 ポイント減）、対事業所サービス業（運送・倉庫）で

▲69.2（前期差 38.4ポイント減）、対事業所サービス業（専門技術その他）で▲46.8（前 期

差 37.6ポイント減）、対個人サービス業（自動車整備その他）で▲54.5（前期差 28.2 ポイ ン

ト減）と全業種においてマイナス幅が拡大した。 

 

 

全産業の売上額ＤＩは、（前期▲21.4→）▲67.4（前期差 46.0ポイント減）と２期ぶりに

マイナス幅が拡大した。産業別に見ると、製造業で（前期▲25.4→）▲66.5（前期差 41.1

ポイント減）と４期連 続してマイナス幅が拡大し、非製造業で（前期▲20.3→）▲67.6（前

期差 47.3ポイント 減）と２期ぶりにマイナス幅が拡大した。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

全産業の採算（経常利益）ＤＩ（「好転」－「悪化」、前年同期比）は、（前期▲32.9→） 

▲64.1（前期差 31.2 ポイント減）と４期連続してマイナス幅が拡大した。産業別に見ると、

製造業で（前期▲36.2→）▲65.9（前期差 29.7 ポイント減）、非製造業で（前期▲31.8→）

▲63.5（前期差 31.7ポイント減）といずれも４期連続してマイナス幅が拡大した。  
 
 

第１６０回中小企業景況調査（２０２０年４-６月期）の全文は、 

当事務所のホームページの「企業経営 TOPICS」よりご確認ください。  

 売 上 額 Ｄ Ｉ 

中小企業の売上額ＤＩの推移 

 採 算 （経 常 利 益） Ｄ Ｉ 
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組織全体で取り組む業務効率化 

生産性向上のための 
マネジメント術 

   1.重要視される生産性向上への取り組み         

   2.個人のスキルアップによる生産性向上のポイント        

   3.テレワークの利活用による組織としての取り組み       

   4.成果に結びつけた具体的取り組み事例            

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

               

■参考文献 
 「人生100年時代の新しい働き方」小暮真久 「集中力 パフォーマンスを300倍にする働き方」井上一鷹 
 「仕事が速くなる！生産性が上がる！最強の働き方」出口治明 「最新科学で解き明かす最強の仕事術」洋泉社

経 営 



 

７ 

 

 
 

  
 

労働人口が減少し続けていく日本において、労働者一人当たりの生産性向上は国全体の課題

と言えます。「働き方改革」が掲げる「生産性向上」は労働環境を悪化させることのないよう、

国民一人ひとりの健康やライフサイクルを守ることが前提条件であるべきです。 

本稿では、チーム（組織）としての生産性を向上させるためにリーダーが備えるべきマネジ

メント術や個人のスキルアップに繋がる行動評価の方法、適切な目標設定・管理の手法などを

紹介します。また、ＩＣＴやＲＰＡの利活用についても触れながら、人材を確保するための「魅

力ある企業」となる職場環境の作り方についても考えていきます。 

 

 

では、生産性向上を図るため、「限られた時間」で「高い成果」を上げる方法を考えるとき、

「限られた時間」を実現するためには「残業（時間外労働）を極力減らす」ことが前提となり

ます。下の図は、労働環境に関する研究機関である労働政策研究・研修機構がまとめた内容で、

「仕事の特性や要素が労働時間へ与える影響」を整理したものです。 

 

■図１－３ 仕事の特性や要素が労働時間へ与える影響 

仕事の特性・要素 
非管理職 管理職 

A B C D A B C D 

①仕事の目標や範囲がはっきりしている           ○   ○ 

②自分で仕事のペースや手順を変えられる ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

③一人でこなせる仕事が多い         ▲   ▲   

④取引先や顧客の対応が多い ▲ ▲ ▲ ▲         

⑤社内の他の部門との連携・調整が多い                 

⑥企画・判断を求められる仕事が多い ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 

⑦会議や打ち合わせが多い ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 

⑧会社以外の場所でも仕事ができる         ○       

表内の「▲」は労働時間の増加につながるもの、「○」は労働時間の減少につながるもの 

※労働政策研究・研修機構の資料を元に作成 

 

 上記から労働時間を減らすことができない要因は、次のようにまとめることができます。 

 

■残業を減らすことができない要因 

①自分で仕事のペースや手順を変えられない 

②企画・判断を求められる仕事が多い 

③会議や打ち合わせが多い 

1 重要視される生産性向上への取り組み 
 

企業経営情報レポート 

生産性向上を妨げる要因  

 
 



 

８ 

 

 

 
 

各個人の集中力を高め、それをリーダーがまとめて効果的にマネジメントすることが、チー

ム全体の生産性を向上さることに繋がります。 
 

 

①部下の行動に着目した課題解決の進め方 

各個人のスキルアップを図るために、チームのリーダーが考えるべきことは、部下の「性格」

ではなく「行動」に着目し、改善の方法を具体的な行動として導き出すことです。 

具体的には、経営指標達成につながる「行動」を見定め、さらにそれを具体的な行動に落と

し込んで、成果を生むために必要な「行動」を増やすための仕組みづくりを考えるのがリーダ

ーの役目です。 

 

 

 

 

 

②具体的な行動分析例～営業部門における契約獲得に必要な行動 

経営目標達成につながる「行動」の例として、営業部門における「顧客からの契約獲得」を

実現させるための具体的な方法を考えてみましょう。 

 
〈契約獲得までの具体的なステップ〉       〈細かく具体的な行動や 

必要なスキルを洗い出す〉 
 

①相手企業のニーズを調査する 
 

②相手企業の決定権者の情報を得る 
 

③営業用資料を作成する 
 

④具体的な提案を行う 

 

上記の例では、部下の行動が成果に結びつかなかった要因として、どの段階のどんな具体的

行動が必要であったかを洗い出します。具体的な行動・スキルを定型化できれば、「成果に結び

つく行動」の機会や回数を組織全体で増やしていけば良いのです。 

 
   

2 個人のスキルアップによる生産性向上のポイント 
 

企業経営情報レポート 

各個人の行動を評価し、課題を解決する   

 

行動化： 

行動に着目する 

焦点化：どのような行動

を実践するか選ぶ 

標的行動： 

選んだ行動 

実行・ 

効果測定 

①-a 相手企業のホームページや 

 四季報などで基本情報を確認する 

①-b 相手企業の業種・業界について 

 分析している書籍や雑誌で調べる 

①-c 相手企業の業界の同業他社情報に 

 ついても調べ、比較する 

どの具体的 

行動が必要か 

 

どの段階の行動

がうまくいかな 

かったか 



 

９ 

■図３－３ ＩＣＴ端末、システム、 
サービスの導入状況 

 

■図３－４ 
ＩＣＴ利活用による労働生産性向上 

 

 

 

働き方改革においては、ＩＣＴ（情報通信技術）の利活用による労働生産性の向上について

も注目が集まっています。ここでは、テレワーク、ＩＣＴ端末機器、そしてＲＰＡツールの活

用による業務効率化について紹介します。 

 
 

ＩＣＴ利活用については、労働生産性を高める効果がある事が示されています。ここでは、

企業におけるＩＣＴ利活用の現状について見てみましょう（図３－３）。 

企業におけるＩＣＴ端末の導入は進んでおり、パソコンは 87.1%、スマートフォンは

56.9%、業務における情報システムは 74.1%の企業が導入しています。具体的には、「経理・

会計」、「給与・人事」といった間接系の業務での導入率が高くなっています。 

直接業務系では、「営業、販売、顧客管理」、「商品管理、在庫管理」、「仕入、発注、調達」に

情報システムを導入している企業が４割を超えています。情報発信や取引におけるＩＣＴ利活

用では、ホームページの開設率が 59.6%と高くなっています。ソーシャルメディア、インタ

ーネット取引（販売、受注、予約受付）の実施率は２～３割程度でした。 

ビッグデータ解析、自動取得したセンサーデータの分析、ＡＩ（人工知能）の何れかについ

て導入している企業は 2.9%にとどまっており、今後の普及が期待されるところです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※平成 29年度版情報通信白書を元に作成 
 

ＩＣＴを利活用している企業としていない企業との間には、労働生産性にも明確な差があり

ます（図３－４）。2012年から 2016年におけるＩＣＴの利活用（無線通信技術システムや

ツールの導入、クラウドサービスの利用）を行っている企業と行っていない企業の労働生産性

について比較すると、ＩＣＴを利活用している企業は利活用していない企業の 1.2～1.3 倍と

なる労働生産性を実現しており、ＩＣＴの利活用が労働生産性につながることがわかります。 
 

3 テレワークの利活用による組織としての取り組み 
 

企業経営情報レポート 

ＩＣＴ端末、システム、サービスの利活用     
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Ａ社は、Ｗｅｂデザインやコンテンツ制作の業務を手掛ける業容拡大中の企業であり、ＯＫ

Ｒを導入することで社員間の情報共有やモチベーションアップを図る取り組みをしています。 

３ヵ月ごとのフィードバックを行い、運用そのものも随時見直しを図っています。 
 
【Ａ社】 

業種 Ｗｅｂデザイン、コンテンツ制作 

社員数 約 40名 

 

課 題 
 

取り組み内容 
 

取り組みの成果 

①互いに業務を把握できてい

ない 

②担当者が仕事の優先順位を

判断できない 

③担当者間のモチベーション

格差 

 
①サービスメニューごとの 

 ＯＫＲの設定 

②ボトムアップ方式のアイ 

 デア募集 

③定期的なＯＫＲ会議の 

 実施 

 
①各メンバーの情報共有、 

 相互把握 

②各自による業務スケジュ 

 ールの管理 

③全社的なモチベーション 

 アップ 

  
  

  

  

  

 

①全社メンバーによる定期的なＯＫＲ会議の実施 

全社メンバーで定期的に集まってＯＫＲ会議を実施することで、目標設定時から社員全員が

関わり、互いの進捗状況を確認し合うことによって、上記の各課題を徐々にクリアにしていく

ことができました。 

 

②ボトムアップ方式のアイデア募集 

Ａ社では各社員の関わりを明確化するために、目標設定時においても、社員からのボトムア

ップ方式を採用しました。 

これにより、社員の責任感や当事者感が増したことが社員アンケートでも判明しました。 

 

③目標のフレキシブルな見直し 

３ヵ月程度の短い期間で目標を見直すことができるので、目標の項目数や難易度も、都度社

員の意見を取り入れながら見直しています。 

回を重ねるごとに、達成度の進捗確認の際にモチベーションが下がる事象が減ってくるよう

になりました。 

 

レポート全文は、当事務所のホームページの「企業経営情報レポート」よりご覧ください。 
  

4 成果に結びつけた具体的取り組み事例 
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経営戦略策定のポイントを教えてください。 

経営戦略の策定方法 

ジャンル：経営戦略 ＞ サブジャンル：経営戦略 

 

 

 

 
 

経営戦略を一言で言い表すと、企業ビジョン（中期経営目標）と現状のギャ

ップ（経営課題）を埋めるために選ばれたシナリオ方法です。 

 

（１）経営戦略の体系 

経営戦略は、事業領域を決定することから始まります。経営理念・経営ビジ

ョンから設定された中期経営目標を達成するために解決しなければならない

経営課題の解決方法を示すものが経営戦略ですが、限りある経営資源のもとで

経営目標を達成するためには、まず自社が経営資源を投下する事業領域を、自

社の経営ビジョン、自社の強み、競争状況、市場の成長性等を勘案し、決めな

ければなりません。 

 

（２）事業領域を決める 

事業領域は、企業が事業を行うフィールドであり、市場（対象顧客）、自社が保有する経営資

源（商品、サービス、技術、ノウハウ等）、業務活動、提供価値（快適、品質、安心、ゆとり、

笑顔、価格等）等の要素から決定されます。 
 

①商品（製品）、市場を検討する 

どんな商品（製品）分野、どんな市場分野を自社の活動対象とするか、3～5年後にいくつか

の商品（製品）や市場をどのような組み合わせで持つか、絞り込んだ商品（製品）をどのように

レベルアップするか等を検討します。 
 

②業務活動分野を検討する 

業務活動分野の検討とは、川上の原材料の調達から始まり、開発、生産、川下の物流までのプ

ロセスにおいて、自社がどの分野を担当するかを検討することです。これは企業の成長にとって

非常に重大な決定であり、その後の社員数、設備、既存取引先との関係に大きな影響を与えます。 
 

③提供価値を検討する 

企業には事業活動に必要なさまざまな資源や能力（これらの総称を経営資源という）が存在し、

それに応じて提供できる価値が制約されます。一方、提供したい価値もある。経営資源、経営ビ

ジョン等から提供価値を検討します。なお、現状の経営活動や経営資源を大幅に変更させること

が必要な場合、リストラクチャリング、つまり事業全体を再編成する必要がある場合があります。 

この場合には、下記の観点から事業の再編成計画を立案し、その後経営基本戦略の調整を行う

ことになります。 
   



 

１２ 

アンゾフの成長戦略 
戦略を考える際にアンゾフの成長戦略というものを 

良く聞きますがどのようなものなのですか？ 

ジャンル：経営戦略 ＞ サブジャンル：経営戦略 
 
 

 

 

 

 

 

成長戦略を考える上で、アンゾフの戦略図表は欠かすことができないもの

です。アンゾフは、事業戦略とは市場と製品の組み合わせによって決まり、

4つの領域に大別されると定義しました。 
 

（１）市場浸透戦略 

既存市場に既存商品（製品）を投入して、成長を図っていく戦略。これは

商品（製品）も市場も既存であるゆえに、相当の目新しさ、アピール度を訴

求しないと難しい戦略でもあります。例えば、広告・宣伝の大量投入により

キャンペーンを打ち、商品（製品）の使用頻度を上げたり、インセンティブ

を提供するといったことが考えられます。 
 

（２）新市場開拓戦略 

既存商品（製品）を新たな開拓市場に広げる戦略。ひとつには、地理的に拡大することで成

長を図ることができます。町から市へ、市から県へ、地方から全国へ、そして海外進出という

ように市場を拡大していきます。 

もうひとつは、新たな市場セグメントへ拡大することです。年齢や性別、流通チャネル、用

途などを既存とは異なる市場に付加価値を訴求して投入する方法です。 
 

（３）新製品開発戦略 

既存の市場の強みを活かして、新商品（製品）を投入していく戦略。この戦略のメリットは、

既存のチャネルと顧客を利用することで販売コストの低減が図れることです。 

具体的には、技術の進歩に合わせて、新たな製品を開発することがあげられます。製品開発

に経営資源の多大な投下が必要となりますが、ライバル企業との差別化には大変有効な戦略で

す。この他に、既存商品（製品）に特性を追加する、既存市場に向けて商品（製品）の幅を拡

張するといったことも戦略として考えられます。 

 

（４）多角化戦略 

新規商品（製品）を開発し、新規市場へ投入して成長を図る拡大戦略。全くの新分野であり、

リスクも大きくなりますが、一方では大きなリターンが望めます。最近ではその手法として、

M&A（合併・買収）やフランチャイズビジネスへの参入などが活発になっています。 

多角化の方向性としては、新事業と既存事業との関連性の有無によって、関連多角化と非関

連多角化に分類することができます。
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